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犯罪による収益の移転防止に関する法律の一部を改正する法律について（お知らせ） 

 

 犯罪による収益の移転防止に関する法律の一部を改正する法律（平成 23年 4月 28日 法

律第 31号、以下、「犯罪収益移転防止法」という。）が公布されました。 

 犯罪収益移転防止法により特定事業者として位置づけられている行政書士には、従来よ

り、一定の場合における本人確認等が義務づけられていたところですが、今般の同法一部

改正により、その一部が変更されることとなります。 

 つきましては、下記に取り纏めた内容についてご確認いただくとともに、貴会より会員

指導の一環として、しかるべくお取りはからいくださいますよう、お願いいたします。 

なお、本改正法の施行期日は、公布の日（平成 23 年 4 月 28 日）から起算して 2 年を超

えない範囲内において政令で定める日（“罰則の強化”については、平成 23年 5月 28日に

施行済み）とされています。 

 

記 

 

 取引時の確認事項の追加等 

１． 特定事業者（司法書士等を除く。）は、顧客等との間で、一定の取引（(2)の取引 

を除く。）を行うに際しては、当該顧客等について、本人特定事項のほか、次に掲げ 

る事項の確認を行わなければならないこととする。 

ア 取引を行う目的 

イ 当該顧客等が自然人である場合にあっては職業、当該顧客等が法人である場 

合にあっては事業の内容 

ウ 法人の事業経営を実質的に支配することが可能となる関係にある者がある場 

合にあっては、その者の本人特定事項 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

対象から除外されている「司法書士等」に行政書士も含まれるため、行政書士の本人

確認等義務への影響はありません。 



２． 特定事業者は、顧客等との間で、次に掲げる取引を行うに際しては、当該顧客等 

について、本人特定事項、(1)ア、イ及びウ並びに当該取引が一定額を超える財産の 

移転を伴う場合にあっては、資産及び収入の状況（司法書士等にあっては、本人特 

定事項）の確認を行わなければならないこととする。 

ア その相手方が、関連する他の取引の際に行われた(1)又は(2)の確認（以下「関 

連取引時確認」という。）に係る顧客等又は代表者等になりすましている疑いが 

ある取引 

イ 関連取引時確認が行われた際に、当該関連取引時確認に係る事項を偽ってい 

た疑いがある顧客等との取引 

ウ 犯罪による収益の移転防止に関する制度の整備が十分に行われていないと認 

められる国又は地域に居住し又は所在する顧客等との取引等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】行政書士は、次の２つの場面に際し、本人特定事項について確認する義務

を負うこととなります。 

 

特定事業者は、顧客等との間で、 

①次に掲げる取引を行うに際しては、 

 

 

 

 

 

 

   ⇒（司法書士等にあっては、）本人特定事項の確認を行わなければならない。 

 

②①の取引が一定額を超える財産の移転を伴う場合にあっては、 

⇒（司法書士等にあっては、）本人特定事項の確認を行わなければならない。 

 

ア その相手方が、関連する他の取引の際に行われた(1)又は(2)の確認（以下「関連取引時確認」

という。）に係る顧客等又は代表者等になりすましている疑いがある取引 

イ 関連取引時確認が行われた際に、当該関連取引時確認に係る事項を偽っていた疑いがある顧客

等との取引 

ウ 犯罪による収益の移転防止に関する制度の整備が十分に行われていないと認められる国又は地

域に居住し又は所在する顧客等との取引等 

 



３． (2)(ア又はイに係るものに限る。)による本人特定事項の確認は、関連取引時確認 

を行った際に採った方法とは異なる方法により行うものとし、(2)による資産及び収 

入の状況の確認は、疑わしい取引の届出を行うべき場合に該当するかどうかの判断 

に必要な限度で行うものとすることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４． 特定事業者は、確認した本人特定事項等に係る情報を最新の内容に保つための措 

置を講ずるものとするほか、使用人に対する教育訓練の実施その他の必要な体制の 

整備に努めなければならないこととする。 

 

 

 

 

 

○別添資料 

１．犯罪による収益の移転防止に関する法律の一部を改正する法律案の概要 

２．犯罪による収益の移転防止に関する法律の一部を改正する法律案要綱 

３．犯罪による収益の移転防止に関する法律の一部を改正する新旧対照表 

４．官報（平成 23年 4月 28日付け）掲載の該当記事 

以 上 

【解説】疑わしい相手方との他の取引を行うに際しては、別途の方法を用いて本人

特定事項の確認を行うことが求められることとなります。 

 

(2)(ア又はイに係るものに限る。)による本人特定事項の確認は、 

 

 

 

 

⇒関連取引時確認を行った際に採った方法とは異なる方法により行う。 

 

(2)による資産及び収入の状況の確認は、疑わしい取引の届出を行うべき場合に該当

するかどうかの判断に必要な限度で行うものとする。 

⇒上記２．のとおり、（司法書士等にあっては、）資産及び収入の状況の確認に

替えて「本人特定事項」の確認を行うため、影響しない。 

【解説】行政書士の取り組みとして、本人特定事項等に係る情報の更新と、使用人に対

する教育訓練の実施その他の必要な体制の整備が努力義務として新設されます。 

ア その相手方が、関連する他の取引の際に行われた(1)又は(2)の確認（以下「関連取引時確認」とい

う。）に係る顧客等又は代表者等になりすましている疑いがある取引 

イ 関連取引時確認が行われた際に、当該関連取引時確認に係る事項を偽っていた疑いがある顧客等と

の取引 

 














































































